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１．地域経済・産業の状況・課題
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総人口（２０１０年）名目GDP（２０１２年） 就業者数（２０１２年）
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出所：総務省「国勢調査」（2010年）、総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」（2012年）、総務省「就業構造基本調査」、RIETI「都道府県別産業生産性データベース」

１－１． 日本経済における地域の位置付け

○ 名目GDPは、東京圏が約３割、三大都市圏が約５割、その他の地域が

約５割。

○ 雇用は、東京圏以外の地域が約７割、三大都市圏以外の地域が約６割。

→ 大都市圏以外の地域のウェートは高く、日本経済活性化のためには、

地域経済の活性化が不可欠。
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１－２． 大都市圏への人口移動

地方圏から人口が移動・流出、特に近年は東京圏への流出が続いている。

第１人口移動期
(1960～1973(オイルショック))

第１人口
移動均衡期
（1973～1980）

第２人口移動期
(1980～1990年代(バブ

ル崩壊))

第２人口移動均衡期
(1993～1995)

東京圏

関西圏

名古屋圏

地方圏

37.7万人

21.0万人

6.3万人

－65.1万人 地方圏からの転出超過ピーク

（転入超過数 万人）

三大都市圏及び地方圏における人口移動（転入超過数）の推移

東京圏
6.5万人

関西圏
0.4万人

名古屋圏
0.7万人

地方圏
7.6万人

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
(注) 上記の地域区分は以下の通り。

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
三大都市圏：東京圏、名古屋圏、関西圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

第３人口移動期
（2000～）
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東京圏 6.2万人

関西圏 0.4万人

地方圏 －7万人

名古屋圏 0.3万人

2011年

地域区分



6

１－３． 工場立地件数の推移

（件）

工場立地件数（電力関連施設は除く）は、２００９年以降リーマンショック

以前の半分程度の水準で推移。

注）三大都市圏とは、関東臨海、
東海、近畿臨海の３地域

全国の立地
件数の推移
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出所：経済産業省「工場立地調査」（2013年）
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９月の名目賃金は
+０.７％の伸び

• 基本給(青部分)も５月からプ
ラスに転じ、+0.４%と高い
伸び

９月の名目賃金は
+０.７％の伸び

• 基本給(青部分)も５月からプ
ラスに転じ、+0.４%と高い
伸び

９月の実質賃金は低下幅縮小

• ９月は所定内給与が伸び８月に
比べ▲３.０%にマイナス幅縮小

９月の実質賃金は低下幅縮小

• ９月は所定内給与が伸び８月に
比べ▲３.０%にマイナス幅縮小

安倍政権樹立安倍政権樹立

実質/名目賃金（１人当たり）の推移（前年同月比）と寄与度の推移

物価上昇物価上昇

賃金アップ賃金アップ

（％）

実質賃金は、物価上昇に圧迫され昨年夏頃から低迷
• 名目賃金の上昇以上に物価が上昇し、実質賃金は低迷。
• ４月以降、消費税増税で下落幅が拡大。

実質賃金は、物価上昇に圧迫され昨年夏頃から低迷
• 名目賃金の上昇以上に物価が上昇し、実質賃金は低迷。
• ４月以降、消費税増税で下落幅が拡大。 物価変動要因

特別給与 （ボーナス等）

所定内給与（基本給）

所定外給与（残業手当等）

名目賃金の推移

実質賃金の推移

（資料）厚生労働省「毎月勤労統計」 7

１－４．実質賃金（一人当たり）

• 賃金上昇を上回る物価上昇により、実質賃金（一人当たり）は下落。消費の押し下げ要因に。
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規模別の所定内給与（前年同月比）の推移

（％）
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１－５．事業所規模別の所定内給与の推移

ようやく全体で増加に転じた所定内給与。



（資料）総務省「消費者物価指数」
※持ち家の帰属家賃除く総合

１－６．地方の物価上昇

地方ほど、消費者物価の上昇が大きい傾向。

地方では、消費に占めるエネルギーの割合が大きいことが、その一因になっていると見られる。

9

（2010年＝100）

消費者物価の推移 消費に占めるエネルギーの割合
と消費者物価上昇率

大都市

地方小都市

小規模都市になるほど
エネルギー比率が高い

政令市・東京都区部

15万以上都市

5-15万都市

5万未満

人口規模の小さい都市ほど、物価
も上昇している。
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１－７．地方の消費動向
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百貨店売上高（税抜きベース）の推移
（都市・都市以外）

スーパー売上高（税抜きベース）の推移
（地域ブロック別）

（資料）新日本スーパーマーケット協会等
※税抜きベース、店舗数調整後

（資料）日本百貨店協会
※税抜きベース、店舗数調整後
※※10都市： 札幌、仙台、東京、横浜、名古屋、京都、大阪、神戸、広島、
福岡

10都市以外（地方小都市）の百貨店
売上は、回復が遅れる。

１０大都市
の百貨店

１０都市以外
の百貨店

関東、中部、九州・沖縄
は、前年比プラス。その他
は、回復が遅れている。

▲0.1％

▲0.9％

▲4.8％

地方では、消費の回復に遅れが見られる。
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（資料）内閣府「景気ウォッチャー」
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• 景気の現状に対する判断（赤線）は、訪日外国人の消費がみられる沖縄、新幹線開通前の建設需要などの
押し上げ効果が見られる北陸以外すべての地域がマイナスとなった。

• 景気の先行きに対する判断（青線）については、北海道のみ上昇。

１－８．各地域の現状判断DI・先行き判断DI



○農林水産業と製造業の割合は地域差が大きいので、各地域の特徴に応じた対策を講ずることが
重要。

○サービス産業の生産性は、地方になるほど低いため、地域経済の活性化の観点からも、サービス
産業の生産性向上に取り組む必要がある。

＜産業別就業者比率 ＞

＜産業別労働生産性 ＞
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１－９．各地域の産業構成
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１９％ 製造業
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出所：総務省「国勢調査」（2010年）、総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」（2012年）
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１－１０．中長期の地域社会の見通し

（資料） 日本創生会議 移動率収束 移動率収束せず

（自治体割合）
＜２０～３９歳女性が半分以下になる自治体比率（２０１０年 → ２０４０年）＞
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○国立社会保障・人口問題研究所の推計を前提とした場合、２０～３９歳女性人口が２０１０年から
２０４０年にかけて半分以下になる自治体（市町村）比率は２０．７％。

○さらに、日本創生会議の推計では、人口移動が収束しないと仮定すると、２０～３９歳女性人口が
２０１０年から２０４０年にかけて半分以下になる自治体数（市町村）は８９６（４９．８％）。８９６自治体
（市町村）のうち２０４０年時点で人口１万人を切る自治体（市町村）は５２３（全市町村の２９．１％）。



○地域の産業構造（特に農林漁業、製造業等）は、各地域毎に差異がある。

○地域の雇用の６～７割を支えるサービス産業は、製造業に比べて生産性が低く、今後の
人口減少も踏まえて、生産性を向上させることが課題。

＜産業別就業者比率 ＞

＜産業別労働生産性 ＞

１－１１． 地域ごとの産業構造と生産性
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出所：総務省「国勢調査」（2010年）、総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」（2012年）
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２．地方創生に向けた対応策
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○従来の各省の地方活性化策は、メニューは豊富だが、縦割りでバラバラ。

○その多くは国主導。

○地域自らが考えていない施策は将来につながりにくい。

○政策効果の定量的な検証も困難。似たような施策の繰り返し。

【現状】

○医療・福祉・介護、交通、高等教育等の行政インフラ整備を集中させ、地方の中核となる経済圏を形成。

○中期的な絵姿として、中核経済圏の稼ぐ力により持続的な経済成長を確保。良質な雇用の確保によって
出生率も好転し、人口減少に歯止め。

回復の遅れている地域経済を梃子入れ。同時に地方の特色を活かした地域活性化。

○地域特性を定量的に見える化したビックデータによる科学的分析を基に、地域の産業振興策を策定。

○地域主導で提案されたプロジェクトに各省庁の支援策を重点的に適用。

○関連規制の緩和・改革も併せて実施（特区、企業実証特例制度等も活用）。

○地方の現場でワンストップでコーディネート。

【方向性】
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１．各地域の特性を定量的に見える化。地域主導で
自ら考える。

２．地域主導の提案をワンストップで支援。地域間
の連携と競争を促す。

３．カネだけではなく、地方にヒトとチエを流し込む。
国民運動を展開。

地方創生に向けた対応策

17



２－１．地域経済分析システムの構築・活用

（１） 企業の取引構造と地域経済環境が相互に与える影響を把握
（２） 他の自治体との比較することにより自らの強み・弱みの確認
（３） 客観的なデータに基づく政策意思決定

② 経済環境の変化
（人口、地方自治体の財政状況等）

① 産業構造・サプライチェーン
↓

各地域の産業集積状況
企業間取引関係（広域含む） の把握
地域中核企業

〇地域経済に係わる様々なビッグデータ※を、わかりやすく「見える化（可視化）」するシステムを構築。
○取引・雇用・利益といった面で、地域経済の活性化に貢献している企業の抽出等が容易になる。
○これにより、地方自治体の自発的な地域産業政策や地域活性化政策の立案、実行を支援する。

データ内容 提供元・統計名等 データ件数 公表単位

取引データ 帝国データバンク 70万社、470万取引 所在地

企業数、事業所数 経済産業省、総務省 545万事業所、412万社 市区町村
地方税額 総務省 市区町村

転入・転出データ 総務省 都道府県×都道府県
人口 総務省、社人研 1億2千万人 市区町村

ラウンドトリップデータ ゼンリンデータコム 50万人 市区町村

＜各地域の特性を定量的に見える化。地域主導で自ら考える仕組みに。＞
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海外

欧米
アジア等

国内
他地域

Local to/from Global・National
地域資源活用で海外市場を取り込み観光客を誘客する

Local to Local
サービス産業の生産性を向上させる

農林水産業

観光

卸・小売 飲食・宿泊 医療・介護

「まち」の機能維持・活性化

○地域資源を組み合わせて「ブランド化」し、
クールジャパン等による海外販路拡大や
訪日観光客の拡大を図る。

○全雇用の７割を占めるサービス産業の生産性・
効率性を向上させる。

○「人口減による商圏内の需要の減少」と「生産年齢
人 口 の 減 少 に よ る 人 手 不 足 」 の 二 重 苦 を
ＩＴ・ロボット、女性・高齢者活用、制度・運用の
見直し等により解消する。

○女性・高齢者・若者が住みやすく、働きやすい環境
整備

○地域間連携、コンパクトシティ化による公共サービス
の効率化

域外
マーケット

道路・鉄道

中心市街地

病院・診療所

学校

その他公共施設

中小企業
中小企業

中小企業 中小企業

Local to Global
優れた技術で世界の市場を取り込む

○優れた技術を持つ「ものづくり企業」の産業集積に対し、
人材、資金、技術面でパッケージで支援する。

○特に、中核企業を軸としたプロジェクトについては、
プロジェクトマネージャの活用等を通じ、一貫・集中的に
支援する。

中小企業

○優れた技術・サービスを持つ企業に対し、
販路開拓・海外展開、技術開発を支援する。

産
業
集
積

商工業

中小企業

中核企業
（取引・雇用・利益面で地域に
大きな貢献が期待できる企業）

２－２．地域産業の概念図
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地方創生に向けた対応策

20

１．各地域の特性を定量的に見える化。地域主導で
自ら考える。

２．地域主導の提案をワンストップで支援。地域間
の連携と競争を促す。

３．カネだけではなく、地方にヒトとチエを流し込む。
国民運動を展開。



２－３．地域特性を踏まえた政策を横串で整理

○各地域の人口動向や産業特性を踏まえると、
例えば、人口１０万人以上で自然が豊かな地域には、次ページの地域資源活用（戦略２）といったメニューを適用。
また、人口３０万人以上のうち、産業集積がある地域には、GNT企業を育成・支援するために、国際競争力強化（戦略３）、
創業等支援（戦略４）といった産業振興メニューの適用が考えられる。

○更に、地域経済分析システムの活用等による個別具体的・詳細な分析を通じ、①企業間の取引関係を踏まえた広域的な連
携、②位置情報データを活用した観光ルートの設定等も検討可能に。

サ
ー
ビ
ス
産
業
の
生
産
性
向
上

戦略３
戦略４

戦略２

戦略１

＊上記の圏域の分類は、経済産業省の日本の「稼ぐ力」創出研究会（本年４月開始）において、経済活動を分析
するための一つの手法として、２００２年に東京大学の金本良嗣教授と同志社大学の徳岡一幸教授によって提
唱された「都市雇用圏」を採用。

上記の図は、各都市雇用圏の経済規模に占める各産業の付加価値の大きさを踏まえた産業振興メニューの

イメージであり、各戦略に基づく施策の対象を限定する趣旨ものではない。

※括弧内は圏域数
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２－４．施策目的で各省の施策を横串で整理

地域産業の国際競争力の強化 Local to Global

（１）地域の中核企業・ＧＮＴ企業等の成長の創出への支援 【経産省、総務省、厚労省、文科省】

（２）地域の研究機関等と中堅・中小企業との連携 【経済産業省、文部科学省】

（３）地域の中核企業、地方自治体等の海外展開支援【経産省、農水省、国交省、総務省、外務省】

（４）地域の大学等による産業人材の育成・確保 【文科省】

（５）大企業の地方拠点の強化 【経産省（関係省庁と連携）】

（６）海外企業による地方への投資促進 【経産省、総務省、外務省】

（７）金融セクターによる支援強化 【金融庁、内閣府、財務省、国交省等】

創業等による新たな雇用創出
（１）農林水産物のバリューチェーン構築 【農水省、経産省、厚労省】

（２）ベンチャー創業、第二創業支援 【総務省、経産省、文科省】

（３）地域経済イノベーションサイクルの構築 【総務省、経産省、金融庁、農水省】

（４）予防ビジネス等のヘルスケア産業の創出支援 【厚労省、経産省、内閣府】

（５）金融セクターによる創業等の支援強化 【金融庁、財務省、経産省、厚労省】

（６）創業間もない中小企業の官公需における調達促進
（官公需法の改正 等） 【経産省（関係省庁と連携）】

ローカル経済の生産性向上 Local to Local

（１）サービス産業の生産性向上 【経産省、総務省、厚労省、農水省、国交省】

（２）農林水産業の生産現場の強化 【農水省】

（３）ＩＣＴによる地域の活性化 【総務省】

（４）地域金融機関等による事業性を評価した融資の促進及びコンサルティング機能の発揮等 【金融庁

（関係省庁と連携）】

（５）地域経済を支える人材の還流 【厚労省、経産省】

地域資源の活用 Local to/from Global・National

（１）ふるさと名物によるまちの魅力向上 【経産省、農水省、総務省、厚労省、外務省】

（２）地域のエネルギー資源、地域の森林資源等の有効活用 【農水省、環境省、経産省】

（３）地域資源の組み合わせによる付加価値・市場訴求力の向上
（中小企業地域資源活用促進法の改正 等） 【経産省（関係省庁と連携）】

（４）ふるさと納税の拡充 【総務省】

（５）地域観光の振興・促進 【国交省（関係省庁と連携）】

戦略１

戦略２

戦略３

戦略４

Gl
ob

al
Lo

ca
l
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２－５． 地方創生のための地域産業基盤強化戦略

【戦略４】

創業等による新
たな雇用の創出

【課題】 国際競争激化、拠点空洞化
潜在力ある企業の育成

【課題】最大の雇用者数、低生産性
地方での労働力不足

【戦略３】

地域産業の国際
競争力強化 〇食文化・食産業のグローバル展開

による海外販路開拓支援

〇地域発ベンチャーの創出
〇ベンチャー創業・第二創業支援

〇地域のビジネス・雇用の創出、投資促進
〇予防ビジネス等のヘルスケア産業創出
支援

〇農林水産物のバリューチェーン構
築（６次産業化等）

【課題】国内外の需要フロンティアの
拡大、農山漁村の潜在力の発揮

〇地域金融機関と地域経済活性化支援機構の連携による企業等の支援強化

〇大企業の地方拠点の強化

〇地域の大学等の産業人材の育成・確保

〇海外企業による地方への投資促進

〇創業を支援するためのリスク資金の供給機能の強化

〇創業間もない中小企業の官公需における調達促進（官公需法の改正 等）

【戦略１】

ローカル経済
の生産性向上

【戦略２】

地域資源の活用

〇地域のものづくり産業の生産性向上

〇地域の若者へものづくりの魅力発信

〇農林水産業の生産現場の強化

〇地域のエネルギー資源、地域の森
林資源等の有効活用（自立分散型
エネルギーシステムの構築） 〇伝統工芸品産業の振興 〇地域観光の振興・促進

〇サービス産業の生産性向上（ＩＴ、ロ
ボット導入等）

〇物流業等の高効率化促進
〇テレワークの普及促進

〇地域資源の組み合わせによる付加価値・市場訴求力の向上（中小企業地域資源活用促進法の改正 等）

〇「ふるさと名物」によるまちの魅力向上

〇ＩＣＴの活用による地域経済（農林業・観光等地場産業）の活性化

〇地域の中核企業・ＧＮＴ企業の成長の創出への支援
〇地域の研究機関等と中堅・中小企業との連携
〇地域の中堅・中小企業の海外展開支援

戦略１

戦略２

戦略３

戦略４

農林水産業 製造業 サービス産業
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現状と課題

人口減に伴う需要密度の低
下、求めるサービスの変化

新たな需要への対応

○地域経済の約7割がサービス産業。特に卸・小売、飲食・宿泊、医
療・福祉の割合が高い。

○サービス産業は業種が多岐に亘り、事業内容、形態、規模、特性
（公共性、地域性等）等が異なる。

○各省に担当が分散。各省において所管業種の生産性向上を目的と
した政策を行う必要がある。

例.飲食(農,厚)、宿泊(国,厚)、物流(国,経)、卸・小売（経）、医療(厚,経)

新たな市場の創出
・ヘルスケア：

4兆円から10兆円(2020)

・観光：2030年には訪日外
国人旅行者数3,000万人以
上

・サービス分野も含めたロ
ボット市場：2.4兆円(2020)

生産性の向上
・IT活用、経営人材育成、女性の活躍推

進等を進め、サービス産業の労働生
産性（0.7%）を、中長期的に米国並み
の年率2％まで向上。

・イノベーションを目指す先進的な取組
を行う企業を1000社程度支援

Local to Local
サービス産業の生産性の向上と新たな市場創出を図る

主な政策的対応

１．サービス産業の生産性向上

（１）個別業種施策
○集中的に取り組むべき業種毎（卸、小売、飲食、宿泊等）に、産業競争

力会議の下、所管省庁が活性化・生産性向上策を検討
例．新需要創出、人手不足対策、業務フロー改善、機能分化と連携 等

（２）業種横断施策
○投資促進、IT化：中小企業が導入しやすいガイドラインを作成し、革

新的なサービス開発やＩＴ投資を支援

○人材育成：サービス産業と連携した実践的教育カリキュラムの開発
を支援し、大学院・大学におけるサービス経営人材の育成と、サー
ビス産業への就業・起業を促進【5年50校支援】

○人材確保：地域中小企業に対し、ＵＩＪターン人材を含め、多様な人
材の確保から定着までを一環して支援

○新陳代謝：創業・新分野への支援、併せて行う撤退の支援

○コンパクトシティ化：中心市街地活性化に資する中核的な商業施設
等への支援

○ベストプラクティスの抽出と普及：ダイバーシティ経営推進、サービ
ス産業生産性協議会(SPRING)による｢日本サービス大賞(仮称)｣の
創設と成功事例の横展開支援

○ロボット化：サービス分野等の未活用分野でのロボット導入促進
（技術開発・普及支援）

文部科学省、総務省、厚生労働省等と連携

２．新たな市場の創出

○ヘルスケア・・・ 「医・農商工連携」等による、公的保険外の 健康
サービスを創出するための実証事業を支援

○観光、オリンピック ・・・クールジャパンの推進、2020オリンピックパ

ラリンピックに向けた制度整備（グレーゾーン解消制度の活用等）

厚生労働省,農林水産省,観光庁,国土交通省等と連携

文科省、厚労省、国交省と連携

１．現状

２．課題
供給サイド

IT活用の遅れ、人材不足、新陳代謝が
不活発

生産性の停滞
米国と比較し、卸小売で約6割、

飲食・宿泊で約5割の生産性

需要サイド

３．目標
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○地域産品・伝統工芸品や観光資源などの地域資源の活

用は、個社の事業に留まっており、市場への訴求力は弱

く、売上規模も小さく、地域経済への波及が限定的。

○販路開拓が大きな課題であり、マーケット側からの発想

による商品開発や地域全体でのブランディングの強化が

不可欠。

Local to/from Global・National
地域資源の魅力を活かし、「ふるさと名物」を全国・海外に広げ、観光客を惹きつける

○全国津々浦々、地域の強みとなる地域資源は豊富に存

在するが、いまだ多くは「眠れる宝」。

○地域資源を活用した中小企業・小規模事業者の事業活

動を一層強力に促進し、地域を挙げての地域活性化を

図るため、中小企業地域資源活用促進法を改正し、「ふ

るさと名物応援制度」を創設。

○地域ぐるみの取組の旗振り役として、５年間で1,000市町

村による「ふるさと名物応援宣言」を目指す。

主な政策的対応現状と課題

１．「ふるさと名物」による地域ぐるみの取組の促進

２．関係省庁との連携

○他省庁の関連施策とも連携し、政府一体となって「ふるさと 名物」
を総合的かつ効率的に支援。

○地域資源を活かした「ふるさと名物」をテコに地域活性化を 図るた
め、以下の内容の地域資源活用促進法改正を行う。

①地域を挙げての応援のための市町村の積極的関与を法定。

②小売・ネット事業者等を協力者と位置付ける。それらとネットワークを
持つＮＰＯ法人等による支援事業計画の認定制度を創設。

③農業体験や産業観光を新たに支援対象に追加。

○地域資源を活用した総合的な取組に向けた体制構築の検討

○地域ブランド力向上や新商品・新サービスの開発等の支援や、小売・
ネット事業者等との連携などによる国内外の販路開拓の支援を実施。
また、「ふるさとプロデューサー」の人材育成を実施。

○地域資源活用の担い手である小規模事業者についても販路開拓等
の支援を行う。

○加えて、放送コンテンツなどの海外展開プロジェクトの支援を実施。地
域資源の海外展開（地方発クールジャパン）の推進。

○伝統的工芸品産業の産地間連携、製作体験等を活かした観光客誘
致等の支援を行う。

総務省・厚労省・農水省・
国交省・観光庁と連携
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総務・厚労・農水・
外務・観光庁と連携



国

事業者を認定し、関係省庁（経、総、農、国、厚等）が連携支援

＜市区町村に対する施策＞
○総務省
地域の元気創造プラン（47億円）
地域おこし協力隊 等

○厚生労働省
地域しごと創生プラン
（地域雇用課題解決事業：31億円）

＜事業者・消費者に対する施策＞
○経済産業省（95億円）
ふるさと名物支援事業：23億円
小規模事業対策推進事業

（ﾌﾟﾚﾐｱﾑ商品券等）：68億円
ふるさとﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ育成支援事業：4億円

○農林水産省
６次産業化ﾈｯﾄﾜｰｸ活動交付金：38億円

○国土交通省
道の駅による地方創生拠点形成

○観光庁（19億円）
広域観光周遊ﾙｰﾄ形成促進事業：14億円
観光地魅力創造事業：5億円

各省庁の関連施策と連携

地域資源活用支援事業計画の創設
一般社団・一般財団・ＮＰＯ法人が商品開発や販路
開拓・情報発信等を支援

各事業に参加する協力者の創設
消費者ニーズを把握している小売・ネット事業者

市区町村（ふるさと名物応援宣言）

中小企業・小規模事業者

農業体験や産業観光等を支援対象事業に追加

地域資源を活用して新商品・サービスを開発、販路開拓等

市区町村の積極的関与を法定

・都道府県の地域資源の指定に対する提案
・地域資源を活用した事業活動を支援するための融資
・地域資源を活用した事業活動の促進のための施策を策定・実施

※27年度概算要求

地域をあげて応援

・中小企業信用保証の特
例

・食品流通構造改善促進
法 による債務保証の特
例（農水省）

中小機構による高度
化融資等の特例

消
費
者

販売力強化
改正②

販売力強化

改正①

の関与

改正①
市区町村
の関与

地域団体商標の特例（登
録手数料等の半減）

改正③
体験型観光

販売

情報
発信

地域へ
呼込み

支援
協力

地域の取組

○ 現行法（平成１９年制定）は、「地域産業資源」（地域の特産物として認識されている「農林水産物、鉱工業品、観光資源」）を都道府県が指定

（約14,000件）し、これらを活用した中小企業の事業計画を国が認定して支援（認定件数は1,234件）。

○ これまでは、殆どが個社の取組で地域経済への波及も限定的、売上も少額。「地域全体での取組」と「販路開拓」が課題。

○ 地域産業資源を活かした 「ふるさと名物」をテコに地域活性化を図るため、

①市区町村が「ふるさと名物応援宣言」するなど積極的な関与により地域ぐるみの取組を促進するとともに、

②小売・ネット業者等との連携、 ③体験型観光への支援追加により消費者嗜好に合った商品開発・販路開拓等を促進。

中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律の一部改正の概要

都道府県

地域産業資源を指定
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主な政策的対応

Local to Global
優れた技術で世界の市場を取り込む

現状と課題

○大企業の生産拠点の海外展開が進む中、地域の産業集
積は地盤沈下。一方、部素材など国際競争力を有するグ
ローバルニッチトップ企業や、域外との取引を支えるコネク
ターハブ企業が全国各地に所在。

○地域を支える中核企業／候補を企業取引データの 活用
や現場踏査により抽出し、それらの企業に対し、海外も含
めた市場動向に軸足を置いた需要開拓と技術革新を同時
に進めていくことで、取引先企業への波及を通じた産業集
積を再生・形成。

○同時に優れたものづくり技術やサービスを持つ中堅・中小
企業について、公的研究機関、大学との共同研究開発を
行うなどのオープンイノベーションを拡大。

○製造業の中堅・中小企業のうち、将来的に地域中核企業、
地域発GNT企業へと成長していく企業を主な対象として想
定。

○成功事例が産み出すため、まずは全国で５年間で100社以
上の地域経済を牽引する地域中核企業、地域発GNT企業
を創出、成長させることを目標。

１．中堅・中小企業の引き上げ、産業の裾野拡大

○地域経済を支える中堅・中小企業を中心にした地域の取引構
造についての分析システムを開発し、自治体等の政策立案に
貢献。

○中堅・中小企業に対して、ニーズ・シーズのマッチング支援を
するとともに、ＪＥＴＲＯ、中小機構が海外販路開拓を支援。

○地域の中堅・中小企業の生産性向上のための設備投資や人
材育成を支援する。

○地域の中堅・中小企業が研究機関等と共同研究を行う「オー
プンイノベーション」の取組に対して、NEDOを通じて支援す
る。

○地域の産学官金ネットワーク（知的インフラ）の構築により企
業のイノベーションを支援する。

総務省、厚労省、
文科省と連携

４．外国企業による地方への投資促進

○外国企業による地方への投資促進のため、投資支援拠点の
強化や外国企業の取組に対する支援を検討する。

２．地域の中堅・中小企業と研究機関等との連携

３．地域の中堅・中小企業の海外展開支援

○地域の中堅・中小企業等の販路開拓等を支援する。
○農商工連携を通じ、農業生産、加工、流通、販売システムの

構築等を支援する。

総務省、農水省
と連携

文科省
と連携
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ローカル・アベノミクスの実現に向け、創業間もない中小企業の官公需への参入促進と、
「ふるさと名物」をテコに消費者嗜好を捉えた商品開発・販路開拓により地域の需要を創生。

１．背景

２．改正の概要

＜中小機構法
の改正＞

①官公需に係る
情報を集約・
提供。

②地域資源を
活用する事業者に
貸付ける市町村
への高度化融資
や情報提供。

＜中小企業地域資源活用促進法の改正＞

●「地域資源」は全国に豊富に存在する
「眠れる宝」。しかし、地域を挙げた
取組が少なく、消費者との接点が少ない。

⇒地域ぐるみの取り組みを促進するため、
「ふるさと名物」をテコに、市区町村が
積極的に関与することを法定。

⇒消費者の嗜好と繋がる小売･ネット業者等と
連携した商品開発･販路開拓を支援。

甲州ワイン

今治タオル

馬路村の
ゆずドリンク

＜官公需法の改正＞

●官公需において、実績の無い企業は国等に知られる機会が少なく、
信用も十分ではないため、受注機会が限られている。

⇒創業１０年未満の新規中小企業者への配慮を規定し、
創業間もない中小企業の官公需への参入を促進

ローカル･アベノミクスを実現

地域を支える

新たな中小
企業の初期
需要創出

ふるさと名物を
テコに地域を
あげて需要を
掘り起こし

融
資
等

情
報
提
供

「景気の好循環」を全国に波及

「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律等の一部を改正する法律案」
【中小企業需要創生法案 （通称）】
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地方創生に向けた対応策

29

１．各地域の特性を定量的に見える化。地域主導で
自ら考える。

２．地域主導の提案をワンストップで支援。地域間
の連携と競争を促す。

３．カネだけではなく、地方にヒトとチエを流し込む。
国民運動を展開。



○地域活性化のワンストップ窓口の設置（国・自治体施策を現場レベルで業種
横断的にワンストップでつなぎ、地域活性化をコーディネート（中小企業
よろず支援拠点を活用・発展) ）

自 治 体
（各地域）

○首都圏等の経営・技術等専門人材と地方企業をマッチングする「地域人材
バンク」の創設

○地方における教育機能の強化充実

国

○大企業の本社機能の一部移転等の地方拠点の強化（国・自治体による
支援・環境整備等を検討）

○地方採用の拡大（本社一括採用の転換、地方優先採用、地域限定正社員)

経 済 界

○医療・福祉・介護、交通、高等教育等の行政インフラ整備を集中させ、地方の中核
となる経済圏を形成。

○中期的な絵姿として、中核経済圏の稼ぐ力により持続的な経済成長を確保。良質な
雇用の確保によって出生率も好転し、人口減少に歯止め。

カネだけではなく、地方にヒトとチエを流し込む。国民運動を展開。
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３．（参考１）まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略」の全体像
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実績（1960～2013年）

「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位（死亡中位））

合計特殊出生率が上昇した場合（2030年1.8程度、2040年2.07程度）

（参考１）合計特殊出生率が2035年に1.8程度、2045年に2.07程度となった場合

（参考２）合計特殊出生率が2040年に1.8程度、2050年に2.07程度となった場合

図１．我が国の人口の推移と長期的な見通し

○ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位（死亡中位））
によると、2060年の総人口は約8,700万人まで減少すると見通されている。

○ 仮に、合計特殊出生率が2030年に1.8程度、2040年に2.07程度（2020年には1.6程度）まで上昇すると、
2060年の人口は約1億200万人となり、長期的には9,000万人程度で概ね安定的に推移するものと推計される。

○ なお、仮に、合計特殊出生率が1.8や2.07となる年次が５年ずつ遅くなると、将来の定常人口が概ね300万
人程度少なくなると推計される。

（注１）実績は、総務省統計局「国勢調査」等による（各年10月1日現在の人口）。国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」は出生中位
（死亡中位）の仮定による。2110～2160年の点線は2110年までの仮定等をもとに、まち・ひと・しごと創生本部事務局において機械的に延長したものである。

（注２）「合計特殊出生率が上昇した場合」は、経済財政諮問会議専門調査会「選択する未来」委員会における人口の将来推計を参考にしながら、合計特殊出生率が2030
年に1.8程度、2040年に2.07程度（ 2020年には1.6程度）となった場合について、まち・ひと・しごと創生本部事務局において推計を行ったものである。

2008年12,808万人（概ねピーク）

2013年12,730万人

2060年 10,194万人
(参考1)10,030万人
(参考2) 9,884万人 2110年 9,026万人

(参考1) 8,675万人
(参考2) 8,346万人

2110年4,286万人

2060年8,674万人
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３．（参考２）財政の現状と高齢化の影響
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1995年 2011年

政府の租税収入（対ＧＤＰ比）

▲0.9

政府の財政収支（対ＧＤＰ比）

1995年 2014年

▲0.7

（注１） 租税収入は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。また、2011年の数値は、日本は2011年度。
（注２） 財政収支の数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。ただし、日本及び米国は社会保障基金を除いたベース。また、日本の2014年の財政収支は単年度限りの

特殊要因を除いた数値。
（出典） 租税収入対ＧＤＰ比はＯＥＣＤ「Revenue Statistics」、同「National accounts」、内閣府「国民経済計算」等、財政収支はＯＥＣＤ「Economic Outlook95」。

租税負担率と政府の財政収支の推移（対ＧＤＰ比）
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人口（万人）

生産年齢
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合計特殊出生率

15～64歳人口
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1.39
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12,806万人

1,204

8,674

3,464

4,418

791

（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
厚生労働省「人口動態統計」 41

社会構造の変化

日本の人口は人口減少局面を迎えている。2060年には総人口が9000万人を割り込み、高齢化率は、40％近い水準にな
ると推計され、かつてない少子高齢化社会へ向かっている。

平成24年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）



＜年齢階層別一人当たり医療費等＞

高齢化の影響①（人口構成の推移と１人当たり医療費等）

1人当たり医療費 1人当たり医療費国庫負担

75歳以上 89.2万円 32.6万円

65歳～74歳 55.3万円 8.5万円

64歳以下 17.5万円 2.7万円

要支援・要介護認定率

75歳以上 31.2％

65-74歳 4.4％

注1） １人当たり医療費は、年齢階級別の国民医療費を人口で除して機械的に算出した金額。
注2） 75歳以上の1人当たり国庫負担額は、後期高齢者医療にかかる国庫負担額（4.8兆円）を75歳以上の人口で除して機械的に算出した金額。
注3） 65歳～74歳及び64歳以下の1人当たり医療費国庫負担額は、医療費に占める国庫負担額の割合をそれぞれの年齢階層における1人当たりの医療費に乗じて機械 的に算出した金額。

出典）年齢階層別の人口割合は総務省「人口推計（23年10月）」、医療費は厚生労働省「平成23年度国民医療費の概況」、
要支援・要介護認定率は社会保障人口問題研究所「将来人口推計」及び厚生労働省「介護給付費実態調査（平成24年11月審査分）」による。

○ 2025年には団塊の世代が全て後期高齢者（75歳以上）となる。

○ 高齢になるほど一人当たり医療費や要支援・要介護認定率が高くなることから、年齢構成の高齢化に伴い医療費・介
護費は継続的に増加。
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団塊の世代
（65歳～67歳）
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（出典） 国立社会保障・人口問題研究所「将来人口推計」（出生中位・死亡中位）（2012年１月）

29,484

34,642

44.5歳

54.1歳

23.0%

11.1%

3.0%

39.9%

26.9%

13.2%

＜図１：65歳以上人口等の推移＞ ＜図２：高齢化率等の推移＞
（千人） （歳）（％）

2042年
38,782

14,194

3,825

23,362

11,490

2053年
24,079

●

●

高齢化の影響②（高齢者人口と高齢化率の見通し）

○ 団塊世代の死亡等により65歳以上人口は2042年をピークに減少（図１）するが、第2次ベビーブーム世代（1971～74年
生まれ）の高齢化により、2053年には75歳以上人口、2062年には85歳以上人口がそれぞれピークとなる（図１）。高齢化
率は継続的に上昇し、平均年齢も継続的に上昇（図２）。
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（出典）財政制度等審議会「我が国の財政に関する長期推計」（2014年４月）
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○ 年齢構成の高齢化に伴い医療費、介護費が継続的に増加することにより、現行制度を維持する場合には、社会保障
給付費は経済成長率を上回って増加することが見込まれる。

高齢化の影響③（社会保障給付費の見通し）

（対GDP比、％）

（注１） （ ）内の％表示はＧＤＰ比。
（注２） 「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」を踏まえ、充実と重点化・効率化の効果を反

映している。
（出典） 厚生労働省「社会保障に係る費用の将来推計の改定について」（2012年３月） 44



○ 我が国の高齢化率が他国に例をみない速度で進んでいる中、国民負担率は諸外国と比べても低く、特例公債等の発
行を通じて将来世代に負担を先送りしているのが我が国の現状。

高齢化の影響④（高齢化率と国民負担率の国際比較）
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（出典）日本 ～2010：国勢調査報告（総務省）

2011～2050：日本の将来推計人口（2012年1月、国立社会保障・人口問題研究所）
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３．（参考３）経済圏の人口動態について
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• 地域の経済は、単独の市町村の中で完結しておらず、例えば、中心市に周辺市町村の住民が通勤するなど、複数の隣接する
市町村が一体となって、一つの「経済圏」を構成している。

• 今回の分析では、分析単位として、全国243ブロックからなる「都市雇用圏」（2002 金本良嗣）の考え方を採用。
• 「経済圏」は、全国243箇所。この「経済圏」は、全体で、総人口の94.9％（2010年の「国勢調査」ベース）、就業者数の95.6%

（同）、名目GDPの96.7%（2012年「経済センサス」ベース）、全市町村の72.9%（1,260/1,728（2010年））をカバー。

＜全国の経済圏＞

注：都道府県を越えた経済圏も存在するため、都道府県名と経済圏は、完全に対応しない場合もある。
人口推計が示されていない福島県の6経済圏は、試算を行っていない。

地域 経済圏

北海道
札幌、函館、旭川、室蘭、釧路、帯広、北見、岩見沢、網走、留萌、苫小牧、稚内、美唄、紋別、士別、
名寄、根室、千歳、滝川、深川、富良野、倶知安、岩内、美幌、遠軽、新日高、中標津（27経済圏）

東北

＜青森＞青森、弘前、八戸、五所川原、十和田、三沢、むつ
＜岩手＞盛岡、宮古、北上、一関、釜石、奥州
＜宮城＞仙台、石巻、気仙沼、白石、大崎
＜秋田＞秋田、能代、横手、大館、湯沢、由利本荘、大仙
＜山形＞山形、米沢、鶴岡、酒田、新庄、長井
＜福島＞福島、会津若松、郡山、いわき、白河、南相馬（37経済圏）

北関東

＜茨城＞水戸、日立、古河、常総、つくば、筑西、神栖
＜栃木＞宇都宮、栃木、佐野、小山、那須塩原
＜群馬＞前橋、桐生、太田、沼田、館林
＜埼玉＞秩父、本庄（19経済圏）

南関東
＜千葉＞館山、成田
＜神奈川＞小田原
＜山梨＞甲府、富士吉田（5経済圏）

東京 東京特別区（1経済圏）

北陸
信越

＜新潟＞新潟、長岡、三条、柏崎、十日町、村上、燕、糸魚川、上越
＜富山＞富山、高岡、魚津
＜石川＞金沢、七尾、小松、輪島
＜福井＞福井、敦賀、小浜
＜長野＞長野、松本、上田、岡谷、飯田、諏訪、伊那、佐久（27経済圏）

東海

＜岐阜＞岐阜、大垣、高山、関
＜静岡＞静岡、浜松、沼津、熱海、伊藤、島田、富士、掛川、御殿場
＜愛知＞名古屋、豊橋、岡崎、半田、碧南、刈谷、豊田、安城、西尾、蒲郡
＜三重＞津、四日市、伊勢、尾鷲、伊賀（28経済圏）

近畿

＜滋賀＞彦根、長浜、近江八幡、守山、甲賀、野洲、東近江
＜京都＞京都、福知山、舞鶴
＜大阪＞大阪
＜兵庫＞神戸、姫路、洲本、富岡、赤穂、西脇、小野
＜奈良＞五條
＜和歌山＞和歌山、田辺、新宮（22経済圏）

中国

＜鳥取＞鳥取、米子、倉吉
＜島根＞松江、浜田、出雲、益田
＜岡山＞岡山、津山
＜広島＞広島、呉、三原、尾道、福山、三次、東広島
＜山口＞下関、宇部、山口、萩、岩国、周南（22経済圏）

四国

＜徳島＞徳島
＜香川＞高松、観音寺
＜愛媛＞松山、今治、宇和島、八幡、新居浜、西条、四国中央
＜高知＞高知、四万十（12経済圏）

九州

＜福岡＞北九州、福岡、大牟田、久留米、飯塚、田川、柳川
＜佐賀＞佐賀、唐津、鳥栖、伊万里
＜長崎＞長崎、佐世保、島原、五島
＜熊本＞熊本、八代、人吉、水俣、玉名、山鹿、天草
＜大分＞大分、中津、日田、佐伯
＜宮崎＞宮崎、都城、延岡、日南、日向
＜鹿児島＞鹿児島、鹿屋、枕崎、薩摩川内、霧島、奄美
＜沖縄＞那覇、石垣、名護、沖縄、宮古島、読谷（43経済圏）

3大都市圏
（500万人以上）

3ヵ所

500万人-100万人 14ヵ所

100万人-40万人 35ヵ所

40万人-20万人 40ヵ所

20万人-10万人 66ヵ所

10万人未満 85ヵ所

合計 243ヵ所 47
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地域の経済は、単独の市町村の中で完結しておらず、例えば、中心市に周辺市町村の住民が通勤するなど、複数の隣接
する市町村が一体となって、一つの経済圏を構成している。
今回の分析では、分析単位として、全国243ブロックからなる「都市雇用圏」（※）の考え方を採用。

＜全国の経済圏＞

3大都市圏
（500万人以上）

3ヵ所

500万人-100万人 14ヵ所

100万人-40万人 35ヵ所

40万人-20万人 40ヵ所

20万人-10万人 66ヵ所

10万人未満 85ヵ所

合計 243ヵ所

分析単位とする「経済圏」と地域経済の階層

＜地域経済の階層＞

経済圏の
規模

経済圏数
人口 実質GDP

2010年 2030年 2012年 2030年
三大

都市圏
3(1.3%) 43.5% 45.3% 53.8% 57.1%

500-100万人
経済圏

14(5.9%) 18.7% 19.0% 16.8% 15.6%

100-40万人
経済圏

33(13.9%) 16.8% 16.5% 13.9% 13.3%

40-20万人
経済圏

38(16.0%) 8.8% 8.2% 6.7% 6.0%

20-10万人
経済圏

65(27.4%) 7.9% 7.2% 6.0% 5.7%

10万人未満
経済圏

84(35.4%) 4.3% 3.7% 2.7% 2.3%
（※）「日本の都市雇用圏設定基準」（金本良嗣・徳岡一幸『応用地域学研究』No.7, 1-15,(2002)）による。
注1：経済圏は、全国243箇所。これらは、全体で、総人口の94.9％（2010年「国勢調査」ベース）、就業者数の95.6%（同）、名目GDPの96.7%（2012年「経済センサス」ベース）、全市町村の72.9%（1,260/1,728（2010年））をカバー。

注2：都道府県を越えた経済圏も存在するため、都道府県名と経済圏は、完全に対応しない場合もある。人口推計が示されていない福島県の6経済圏は、試算を行っていない。
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1. 2030年にかけては、大半の経済圏（228/237）において、人口が減少。小規模な経済圏ほど、減少幅が大き

く、人口が3割以上減少する経済圏（11/237）も存在。

2. 地域経済を支える人材を確保し、その持続可能性を確保するため、そして、地域レベル・全国レベルの出生率

の改善を図るためには、①地方部の経済圏からの若年者流出に歯止めをかけるとともに、②三大都市圏等

の経済圏から、地方部の経済圏へのＵターン・Ｉターンを増加させる必要があるのではないか。

3. 最近の東京の人口の流出入は、年間7万人超の転入超。総じて見れば、若年者は流入超、シニア世代は流

出超。東京への若年者の流入は、大学への就学時又は就職時に当たる年齢階層が多い。

4. 地方部では、地域の拠点都市が属する経済圏を中心として、教育及び雇用に関し、以下のような取組が求め

られるのではないか。

① キャパシティに余裕が生ずる教育インフラを活用しながら、例えば、地域に強みのある産業と密着した特色ある教育コンテンツを提供するなど、

若年者にとって魅力ある教育環境を整備する。

② 地域が強みを持つ産業の活性化を通じて、雇用の「量」の維持・拡大に努めるとともに、若年者の不本意非正規を減らし、雇用の「質」の改善を

進めることによって、若年者が、安心して家庭を持ち、子育てができる環境を整備する。

5. 住宅、子育て・教育、医療・介護等を含む地方部の「生涯生活コスト」を「見える化」し、若年者やシニア世代が

地方部で生活することのメリットの発信を行うべきではないか。

人口動態に応じた政策対応
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合計特殊出生率(2012)

(％)
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生産年齢人口増・高齢者増

0.4％（1）

生産年齢人口減・高齢者増

84.4％（200）

生産年齢人口減・高齢者減

15.2％（36）

2030年にかけて、大半の経済圏（228/237）は、人口が減少。特に、小規模な経済圏ほど大きく減少。

8割超の経済圏は、「生産年齢人口減・高齢者増」となる一方、周辺地域に所在する一部の経済圏では、高齢者も減少。

大学進学時を含む「15～19歳」の階層、大学卒業後の就職時を含む「20～24歳」の階層等が、転入超となる一方で、多くの者が定年を迎える

「60～64歳」の階層を始め、シニア世代の階層は、転出超となっている。

〈各経済圏の人口動態（2010-2030）〉

経済圏の人口動態

▲3.0%
0.8% 

2.3% 3.0% 5.3% 

11.6% 

▲8.3% 
▲12.5% 

▲19.1% 
▲23.1% 

▲27.2% 
▲34.3% 

▲5.0% ▲7.1% 
▲9.8% 

▲13.8% 
▲15.9% 

▲20.6% 

▲40.0%

▲30.0%

▲20.0%

▲10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

三大 500-100 100-40 40-20 20-10 10未満

大阪

東京特別区

北九州

福岡

秋田

那覇

釧路

刈谷

五所川原

安城

輪島

守山

（万人）

（※）全経済圏の単純平均は▲15.7%。

〈人口動態パターン別構成比〉

〈東京都の転入出の純増減数（2013年度）〉

20～24歳は
4万人強の転入超

都道府県
合計特殊
出生率

北海道 1.26

青森 1.36

岩手 1.44

宮城 1.30

秋田 1.37

山形 1.44

福島 1.41

茨城 1.41

栃木 1.43

群馬 1.39

埼玉 1.29

千葉 1.31

東京都 1.09

神奈川 1.30

新潟 1.43

富山 1.42

石川 1.47

福井 1.60

山梨 1.43

長野 1.51

岐阜 1.45

静岡 1.52

愛知 1.46

三重 1.47

都道府県
合計特殊
出生率

滋賀 1.53

京都 1.23

大阪 1.31

兵庫 1.40

奈良 1.32

和歌山 1.53

鳥取 1.57

島根 1.68

岡山 1.47

広島 1.54

山口 1.52

徳島 1.44

香川 1.56

愛媛 1.52

高知 1.43

福岡 1.43

佐賀 1.61

長崎 1.63

熊本 1.62

大分 1.53

宮崎 1.67

鹿児島 1.64

沖縄 1.90

全国 1.41

〈合計特殊出生率（2012）〉

注：転入超過数＝転入者数（他の市区町村又は国外から転入し、住民票に記載された者の数 ）－転出者数（他の市区町村又は国外に転出し、住民票を消除された者の数）
出所：総務省「住民基本台帳人口要覧」、総務省「国勢調査」（2010年）、国立社会保障・人口問題研究所「将来人口推計」 （2013年3月）、厚生労働省「人口動態調査」（2013年）から作成。 50


